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「造成土地管理事業」の平成２９年度当初予算案の概要について 

平 成 ２ ９ 年 １ 月 １ ８ 日 
千葉県 企業土地管理局 経営管理課 
電 話  0 4 3 － 2 9 6 － 8 4 8 4 

 

１ 企業土地管理局は、企業庁から引き継いだ保有土地の処分を迅速かつ着実に 

進めるため、地方公営企業法を適用し、平成３０年度までは管理者を置き、   

「造成土地管理事業」を運営することとしています。 

なお、平成２９年度当初予算は、通年型予算として編成しています。 

 

２ 平成２９年度においても、企業ニーズに柔軟かつ機動的に対応し、土地分譲  

収入の確保等を図ることとし、収益的収入では、土地分譲収入などで２５９億  

２２百万円を計上するとともに、資本的収入では、貸付金返還金などで７億８百

万円を計上いたしました。 

 

３ また、収益的支出では、土地分譲に伴う分譲原価や、保有する資産の引継ぎの

ための修繕などで２５７億９２百万円を計上するとともに、資本的支出では出資

金などで５０億８１百万円を計上したところです。 

 

 
 

[参 考]  

支出の状況の変化 

企業土地管理局（旧企業庁）の事業は、土地の造成を行う基盤整備事業から、造成土地の分譲、

貸付け等の管理事業にシフトしています。 
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１ 平成２９年度当初予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 

２９年度 

当初予算 

Ａ 

２８年度 

当初予算 

Ｂ 

増減額 

 

Ａ－Ｂ 

比較（％） 

 

Ａ／Ｂ 

収益的収入 ① 25,922 32,064 ▲6,142 80.8 

 

土地分譲収入 20,379 26,942 ▲6,563 75.6 

土地貸付収入 3,031 2,991 40 101.3 

収益的支出 ② 25,792 31,541 ▲5,749 81.8 

 

土地分譲原価 15,421 19,730 ▲4,309 78.2 

一般管理費 9,575 10,649 ▲1,074 89.9 

 

人件費 1,210 1,676 ▲466 72.2 

修繕費 1,763 1,838 ▲75 95.9 

委託料 2,494 2,570 ▲76 97.0 

負担金 2,363 2,613 ▲250 90.4 

資本的収入 ③ 708 700 8 101.1 

 貸付金返還金 700 700  100.0 

資本的支出 ④ 5,081 5,023 58 101.2 

 

出資金 3,000 3,000  100.0 

造成工事費 273 45 228 606.7 

負担金 1,758 1,915 ▲157 91.8 
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［概 要］ 

 

①  収益的収入は、土地の分譲収入や貸付収入などで２５９億２２百万円となり、前年度

と比べ６１億４２百万円の減少となっています。 

これは、土地分譲収入で、幕張新都心の割賦収入や千葉ニュータウンの新規分譲収入

の減少などにより、６５億６３百万円の減少が見込まれることなどによるものです。 

 

②  収益的支出は、土地分譲原価及び人件費、修繕費、委託料等の一般管理費などで    

２５７億９２百万円となり、前年度と比べ５７億４９百万円の減少となっています。 

 これは、土地分譲原価で幕張新都心の割賦収入や千葉ニュータウンの新規分譲の減少

に伴い４３億９百万円の減少が見込まれるほか、人件費や都市再生機構が行う街区道路

の整備などに係る負担金の減少などにより、一般管理費で１０億７４百万円の減少とな

ることによるものです。 

 

③ 資本的収入は、貸付金返還金などで前年度並みの７億８百万円となっています。 

（なお、一般的には資本的支出に係る起債収入が計上されますが、当該収入の計上はありません。） 

 

④ 資本的支出は、出資金、造成工事費、負担金などで５０億８１百万円となり、前年度

と比べると５８百万円の増加となっています。 

これは、千葉ニュータウンの公益的施設負担金で１億５７百万円減少する一方で、 

成田国際物流複合基地の造成などの工事費で２億２８百万円の増加が見込まれること

などによるものです。 
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２ 主要事業 

＜収 入＞ 
（１）土地分譲等の推進           23,410 百万円（H28 29,933 百万円） 

  ア 分譲収入 20,379 百万円（H28 26,942 百万円） 

   ①新規分譲                            （単位：百万円） 

地 区 名 ２９年度当初予算 Ａ ２８年度当初予算 Ｂ 増減額 Ａ－Ｂ 

千葉北部地区 ６，７３６ １１，３３８ ▲４，６０２ 

浦安地区第２期 ４，０６２ ４，４６７ ▲４０５ 

検見川地区 ９４０ ０ ９４０ 

その他地区 １，００７ １，５４５ ▲５３８ 

合 計 １２，７４５ １７，３５０ ▲４，６０５ 

    新規分譲収入は、千葉ニュータウンでの減少などにより、４６億５百万円減の１２７億 

４５百万円となる見込みです。 
 

   ②既分譲                             （単位：百万円） 

地 区 名 ２９年度当初予算 Ａ ２８年度当初予算 Ｂ 増減額 Ａ－Ｂ 

千葉北部地区 ２，８５６ ７６２ ２，０９４ 

幕張Ａ地区 ４，４０２ ８，５６８ ▲４，１６６ 

浦安地区第２期 ９９ １７ ８２ 

その他地区 ２７７ ２４５ ３２ 

合 計 ７，６３４ ９，５９２ ▲１，９５８ 

    既分譲収入は、幕張新都心での割賦収入の減少などにより、１９億５８百万円減の７６億

３４百万円となる見込みです。 
 

  イ 貸付収入 3,031 百万円（H28 2,991 百万円）            (単位：百万円) 

地 区 名 ２９年度当初予算 Ａ ２８年度当初予算 Ｂ 増減額 Ａ－Ｂ 

幕張Ａ地区 １，５５０ １，５１５ ３５ 

千葉北部地区 ６７２ ６７４ ▲２ 

その他地区 ８０９ ８０２ ７ 

合 計 ３，０３１ ２，９９１ ４０ 
 

[平成２９年度末 未処分土地見込み] 

平成２８年度末で約３３３ヘクタールと見込まれる未処分土地については、  

平成２９年度は約７８ヘクタール減少し、平成２９年度末で約２５５ヘクタール

となる見込みです。 
 

未処分土地の推移                    (単位：ヘクタール) 

H24 年度末 H25 年度末 H26 年度末 H27 年度末 
H28 年度末 

見込み 
H29 年度末 
見込み 

７８９ ６３７ ５７６ ３９１ ３３３ ２５５ 

 

[平成２９年度末未処分土地の内訳] 
①千葉北部地区（事業地区内） 約５０ｈａ 
②千葉北部地区（事業地区外） 約４１ｈａ 

  ③幕張Ｃ地区         約２７ｈａ  

  ④富津地区          約２１ｈａ  

⑤幕張Ａ地区         約１３ｈａ  

⑥東葛北部地区        約１８ｈａ  

⑦その他地区         約３４ｈａ  

⑧中止工業団地等       約５１ｈａ  



 5

＜支 出＞ 

（１）千葉ニュータウン関連経費     5,773 百万円（H28 5,850 百万円） 

千葉ニュータウンの街区道路の整備や水道管の敷設に要する費用等を都市再生機構ととも

に負担するほか、学校等の公益的施設の整備に要した費用の一部を、地元市に対し負担する

などします。 

 

①都市再生機構負担金  1,671 百万円（H28 1,792 百万円） 

千葉ニュータウンにおける共同事業者である都市再生機構が行う街区道路の整備に要する費用等の 

一部を負担します。 

 

②上水道施設建設負担金  365 百万円（H28   386 百万円） 

  千葉県水道局が行う水道管の敷設に要する費用の一部を負担します。 

 

③公益的施設負担金   1,758 百万円（H28 1,915 百万円） 

  地元市が学校等の公益施設の整備に要した費用の一部を負担します。 

 

④北環状線産業廃棄物処理委託 1,979 百万円（H28 1,757 百万円） 

    北環状線の産業廃棄物処理委託を行います。 

 

（２）保有資産の管理等             2,275 百万円（H28 2,649 百万円） 

保有資産の管理及び公共施設の引継ぎ工事などを行います。 

 

①浦安地区第２期     215 百万円（H28  541 百万円） 

  排水施設の引継補修工事などを行います。 

 

②幕張Ａ地区       495 百万円（H28  745 百万円） 

  メッセモールの補修工事などを行います。 

 

③幕張Ｃ地区       653 百万円（H28  591 百万円） 

  共同溝の引継補修工事などを行います。 

 

④豊住地区        550 百万円（H28  282 百万円） 

    給水施設の補修工事などを行います。 

 

⑤その他地区       362 百万円（H28  490 百万円） 
    水路等の補修工事などを行います。 

 

（３）成田国際物流複合基地の整備      270 百万円（H28.9 月補正 132 百万円） 

成田国際空港(株)(分譲予定者)からの早期造成の要請に基づき、成田国際物流複合基地の 

一部において、航空貨物コンテナ置場用地等の造成工事を行います。 

 

（４）工業用水道事業への出資          3,000 百万円（H28 3,000 百万円） 

本県の産業競争力の維持・強化に必要な工業用水道事業の財務基盤の充実を図るため、  

施設更新・耐震化事業等に必要な資金の一部について出資を行います。 

①出 資 総 額 300 億円 

②出資の期間 平成 27年度から 36 年度までの 10 年間  
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３ 保有資金見込み 

平成２９年度は、土地分譲収入等の現金収入が２００億４６百万円で、負担金、出資金及び委

託料等の現金支出が１５３億１０百万円となり、保有資金は平成２８年度末の７８６億５１百万

円から４７億３６百万円増加し、平成２９年度末は８３３億８７百万円となる見込みです。 

（単位：百万円） 
平成２８年度末 

保 有 資 金 

Ａ 

平成２９年度 平成２９年度末 

保 有 資 金 

Ａ＋Ｂ－Ｃ 

現 金 収 入 

Ｂ 

現 金 支 出 

Ｃ 

７８，６５１ ２０，０４６ １５，３１０ ８３，３８７ 

 

  [保有資金の推移] 

   企業庁では、平成２７年度までに清算に向けた施設整備や起債償還等を進めた

一方で、土地の分譲が堅調に推移し、保有資金は、平成２５年度から２７年度ま

での間に１９３億円増加し、２７年度末で７２３億円となりました。 

平成２８年度に企業庁から事業を引き継いだ企業土地管理局では、保有資産の

管理が中心となり、土地の分譲により、保有資金は増加するものと見込んでいま

す。 

    

年 度 
年度末保有資金 

(前年度末比較) 
説 明 

平成 25 年度末 
５３８億円 

（８億円増） 

 土地の分譲は堅調だったものの、臨海部における公共

施 設 の 建 設 及 び 起 債 償 還 な ど の 負 担 が あ っ た こ と に  

加え、千葉ニュータウンの事業清算による負担があった 

ことから、保有資金は微増となっています。 

平成 26 年度末 
５４２億円 

（３億円増） 

平成 27 年度末 
７２３億円 

（１８２億円増） 

 土地の分譲が好調であったことに加え、支出では公共

施設の引継補修を推進したものの、前年度に、臨海部に

おける公共施設の整備、起債償還、千葉ニュータウンの

事業清算が終了したことから、保有資金は大幅な増加と

なっています。 

平成 28 年度末 

(見込み) 

７８７億円 

(６４億円増) 
 公共施設の引継補修に要する支出があるものの、保有

資産の管理が中心となり、土地の分譲により保有資金は

増加するものと見込んでいます。 

平成 29 年度末 

(見込み) 

８３４億円 

(４７億円増) 

 


